
囲 弁護士法人の現状

2002年4月 1日 から弁護士法人制度が施行され、2007年3月 31日で丸 5年 を経過 した。この制度
は、これまで弁護士個人が運営主体であった法律事務所を法人組織として、法律事務処理の継続性を確

保し、事務所運営の合理化 ・共同化などを期するものである。

なお、弁護士法人は、主たる事務所の所在する地域の弁護士会の会員となるが、従たる事務所を設け

たときは、この事務所の所在する地域の弁護士会の会員ともなる。        .

1.弁 護士法人の数
2006年4月 から2007年3月 までに設立された弁護士法人は33法人である。2007年3月 31日現在の全

国の弁護士法人数は223法人である。

これを設立された年別、及び所属弁護士会別に見ると、以下のとおりである。

■所属弁護士会別法人会員数日■年別設立件数■

2002年

2000年 37

2004年 47

2005年 38

2006年 33
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合  計 250

邸
紺鍛甜鯰輿:

。1。
1。 。f:1『『1「。1 子1:211:

l罷
‖型響

僣滋言
警
番
委
II憤

聖
言奮f驚ヨ妻iI貫墨富

算余富蔭爆層賛婆穀至出田叢農言雷薦震需賃喬な薬質罵湾
l  県   県   山  県  県 県県   県 県県県県島県

京京                                    県

【注】1.所 属弁護士会別法人会員側 は、複数弁護士会に所属する法人があるので、合計は法人数より多くなつている。
2.2o07年 3月31日 までの届出に基づくものである。
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14 法 律事務所の共同化及び弁護士法人の現状

2.従 たる法律事務所の設置
2007年3月 31日時点で従たる事務所は、59法人で68か所設置されている (下表)。 このうち、主た

る事務所と異なる地域 (他の都道府県)に 設置された従たる事務所は27か所ある。

また、原則として従たる事務所にも社員弁護士の常駐が必要であるが、弁護士過疎対策の趣旨で、当

該地域の弁護士会の許可があれば、従たる事務所に社員が常駐しなくてもよいことになっている。下表
のとおり、16か所に非常駐許可が出されている。

口従たる事務所のある弁護士法人―覧■

■「.6獅 従たる事務所 備 考

札幌 llL幌市)
鴨
岩旦沢青 。遺jl l市)

いずれも非常駐許可

粁 鰤 祠 洲市 ・士船構市) 0

青森県 (八戸市) 青森県 (十和田市) 非常駐許可

東京 (港区) 大阪 (大阪市)

東京 (千代田区) 群馬 (高崎市)

東京 (港区) 詳馬 (高崎市)

東京 (豊島区) +FRE[. SIFF)

東京 (千代田区) 東京 (港区)

東京 (中央区) 隣浜 (横浜市)

東京 (千代田区) 東京 (港区)

]
区)

大阪 (大阪市)

易
1区) 愛媛 (今治市)

η軍羅目区) 第二東京 (豊島区)

第二東京 (港区) 島根県 (浜田市)

驚縄昌D 大阪 (大阪市)

横浜 (相棋原市) 隣浜 (相模原市)

棚 定(棚鯨 村 隣浜 (相模原市)

埼玉
(さいたま市) 埼玉 (越谷市)

千葉県 (千葉市) 千
吉 .価嵯古ヽ

新潟県 (新潟市) ａ
一二

ロ

:吉 ・二田市ヽ

愛知県 (岡崎市) 愛知県 (名古屋市)

蜘 県 0嗽 祠 古屋市)

大阪 (大阪市) 票
m反 ヽ

大阪 (大阪市) 泉

:田区〕

大阪 (大阪市)
手

泉
田区)

頬        (,メ、11,|デ:テ)
二東京
千代田区)

大阪 (大阪市) 東京 (中央区)

大阪 (大阪市)
貢 (千代田区)
(福岡市)

大阪 (大阪市) 東京 (千代田区)

大阪 (大阪市) 大阪 (豊能郡)

披 る輛 ■鶴 鰤 備 考

頬        (大J寝市) 東京 (港区)

大阪 僻市) 大阪 (大阪市)

矩        (ブ1ヽ1,どFb) 窮―東京 腱区)

頬        (櫛) 購―東京 (港区)

大阪 (大阪市) 区
東
田

東
代

¨
手

大阪 (大阪市) 区
票
田

鰊
総

大阪 (大阪市) 東京 (中央区)

麺        (ブ、11,:F卜) 東京 (千代田区)

京都 (京都祠 滋賀 (草津市)

京都 (京都市) 島根県 (松江市)

京都 (京都市) 京都 (亀岡市)

京都 (京都市) 京都 (京都市)

奈良 (橿原市) 藤良 (五條市) チF常駐許可

滋賀 (大津市) 滋賀 (長浜市) 非常駐許可

山口県 (萩市) 鷺委憂譜需1区)

劉 11県(高松市) 香川県 (三豊市) 非常駐許可

η興番米市〕 市 。大牟田司
l
‖市 ・苗ナ 市 ヽ

'F常駐許可
佃 含市)

福岡県 (福岡市)

佐賀県 (佐賀市) 佐賀県 (鳥栖市) 非常駐許可

大分県 (大分市) 大分県 (佐伯市) 非常駐許可

大分県 (大分市) 大分県 (杵築市) 非常駐許可

大分県 (大分市) 大分県 (竹田市) 非常駐許可

大分県 (大分市) 太分県 (臼杵市) 非常駐許可

大分県 (大分前 た分県 (佐伯市) 非常駐許可

大分県 (大分市) 太分県 (杵集市) 非常駐許可

熊本県 (熊締 熊本県 (山鹿市)

熊本県 (熊本市) 熊本県 (熊本市)

霧燿糖霊需) 嚇為 ) 非常駐許可

宮崎県 (都城市) 宮崎県 (宮崎市)

【注】2007年 3月31日までの届出に基づくものである。
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3.弁 護士法人の規模

弁護士法人を構成する弁護士 (代表社員 。社員 ・使用人弁護士)
の人数をそれぞれの合計人数で区分すると下表のようになる。

10～ 19人
1.4%

5～9人
5.0%

■代表社員 ・社員の合計人数による区分■

人  数 1 2 3 4 5 6 8 9 1 0 1 3 1 4 22 合計

事務所数 9 6 68 29 1 2 3 4 1 2 1 1 1 1 1 220

■弁護±法人所属の弁護士数(使用人たる弁護士を含む)による区分■

人  数 1 3 4 5 9 10 12 14 15 16 22 26 32 40 79 合計

事務所数 35 26 3 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 220

所属弁護士致 45 9 0 105 104 80 63 64 27 2 0 24 30 21 4 4 26 32 39 1,100

【注】1.2o07年 3月31日までの届出に基づくものである。
2.事 務所数において、清算中等の法人は含まれていない。

4.関 連資格における法人の現状

参考までに、他の法律関連資格における法人の現状は、以下のようになっている。

l注】弁護士:2007年3月31日現在。弁理士:2007年3月31日現在。税理士:2007年3月31日現在。
公認会計土:200フ年3月3¬日現在。司法書士:200フ年4月1日現在。行政書士:2007年3月31日現在。

総 人 数 法人名 法人制度発足日 法 人 数 社員数合計 使用人数合計 法人組織率

弁護士 23,119名 弁護士法人 2002年 4月 1日 223 497名 613名 4.8%

弁理士 7,186名 特許業務法人 20Юl年1月6日 69 194名 300名 6.9%

税理士 70,068名 税理士法人 2002年 4月 1日 1332 3,502名

公認会計士 17,257名 監査法人 1966年 7月3日 170 公表していない 公表していない

司法書士 18,451名 司法書士法人 2003年 4月 1日 219 559名 179名 4.0%

行政書士 38,883名 行政書士法人 2004年 8月 1日 100 237名 107名 0.9%
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